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１．はじめに 

 日本各地の河川や港湾の多くは，長年にわたって堆積されたヘドロ等があり，またポンプ船による浚渫埋立地や溜池な

どにも極めて軟弱な土が存在する．このような軟弱土は一般に自然含水比が高く，流動状態にありこれを脱水し有効利用

できるようにするには，多大な時間と費用を要していた．そこで，このような極めて軟弱な地盤（超軟弱地盤）を石灰や

セメント系の固化材を利用して表層（1～2ｍ程度）を固化し安定処理する浅層地盤改良工法が 1970年中頃開発され，そ
の後次第に普及し，その効果も評価され，現在では建設発生土の有効利用とも相俟って一般的な固化処理工法として定着

している．本報告は，このような超軟弱な地盤の表層を改良するために開発された浮船式泥上型スタビライザーの開発経

緯，機械性能ならびに超軟弱地盤における設計法，施工例について報告するものである． 
２．超軟弱地盤用混合機械の特性 

 従来の超軟弱地盤用混合機械には，①処理船の上に混合攪拌機を搭載したタイプと②超湿地用重機をベースマシンとし

た自走式タイプ（クローラ式）のものがあるが，いわゆる浚渫埋立地のような超軟弱地盤の表層混合処理用機械としては，

処理船方式は大規模工事にしか適用できないため，また，超湿地タイプのものは接地圧が大きいため，実用機としてはそ

のまま利用できなかった．そこで，超軟弱地盤上でも自由に自走できるように，走行部には左右にポンツーン（浮船）を

装備し，これに軽金属の躯体を

特殊リングで巻いた履帯式のも

ので，接地圧は極端に小さく，

かつ水の上でも浮いて走行する

ことができ，混合深さが最大 1.5
ｍまで可能な表-1 に示す浮船式
泥上型スタビライザーを試作し，

現場混合確認試験を行いその性

能を確認した．なお，現在はト

レンチャー型の混合装置は，粘性の強い土に対し混合攪拌が十分できないケースもあることから，混合攪拌部の改良を加

え，混合深さも最大 2.5m まで可能としたローター改良型タイプ（改良Ⅰ・Ⅱ型）に統一している．（図-1 および写真-1
参照） 

トレンチャー型 ローター型
ローター型

（改良Ⅰ型）

ローター型

（改良Ⅱ型）

85 124 265 228

全長（mm） 8,400 10,000 11,400 11,800
全幅（mm） 6,035 6,035 6,035 6,500

全高（mm） 3,000 2,750 3,400 4,140

1,500 1,500 1,500 1,500

1,300 1,500 2,200 2,500

177 182 245 338
0.008 0.007 0.010 0.013

表-1　浮船式泥上改良型スタビライザーの諸元

接地圧（N/mm2）

混合装置の方式

車体寸法

混合幅（mm）

混合深さ（mm）

全装備重量（KN）

機関定格出力（ｋｗ）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
 

 

３．適用した設計手法 

 土のせん断力が小さい超軟弱地盤における浅層改良工法などに適用

 Examination of Stabilizer on Ultra Soft Ground 
 By ○Toyosutabi : Shigeo-tamura,  Taisei Rotec: Masuhiro-Nabeshima, 
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写真－１ 施工状況（ローター型） 
図-1 浮船式泥上型スタビライザー
（ローター改良Ⅰ型） 
される二層系地盤の挙動解析方法としては，二層系 
 

 Osaka City University: Masaru-Yamada  



の弾性理論よりも，むしろ地盤係数法が妥当な設計法とされている．１），２）この方法は，構造物底面の任意の点における

地盤反力がその点の沈下量に比例するという仮定に基づいて，未改良層の地盤を互いに連絡のないバネの集合か，もしく

は摩擦のない滑らかな鉛直壁で分離された鉛直柱の集合体と考えているもので，地盤の性状が水の性質に近づけば近づく

ほど現実によく対応することになる．以下に解析プログラムの一例を示す． 
 ○作成ソフト：Microsoft Visual Basic 6.0 ○処理層タイプ：無限長さ／一方向無限／有限長さ  
○荷重タイプ：集中荷重／等分布荷重   
○計算フロー：上載荷重、処理層の諸元（変形係数、ポアッソン比），下層（未処理層）のせん断強さを入力し，処理

層の沈下量（Wx），曲げモーメント（Mx），せん断力（Qx）を算出する．また，沈下量，曲げ応力およびせん断応力
の許容値を設定することにより，処理層の所要強度、処理厚および幅を求めることができる． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４．施工例 

～浚渫土砂の固化処理・処分に用いた例～ 
１）施工概要 
施工場所：茨城県鹿島港神栖町居切地内 施工時期：2000年度 処理量：20,000m3 
使用機械：浮船式泥上型スタビライザー（ローターⅠ・Ⅱ型） 改良深さ：0.7～2.4m 使用固化材：高炉セメント 
改良目標強度：①土捨場での再固化処理強度ｑu＝50KN/m2 ②現場固化処理土の目標強度ｑu＝167KN/m2 

③固化処理土の室内目標強度ｑu＝216KN/m2 
２）現地盤の性状ほか 
現地盤は，鹿島港航路泊地の浚渫土砂

処理処分するための収容桝で，表面に

表土または砂があり，その下に浚渫土

おおよそ 2.0～1.5ｍの厚さで埋め立て
れた地盤である．浚渫土は，流動性の

シルト質粘土から構成され，コーン

指 の
３）また，固化処理土の品

質

度

強 現場の固

化処理強度の比率 地盤の強度に応じローターⅠ型とⅡ型を使い分けて施工

，建設残土の有効利用や農業緑地分野等へも拡がっている． 

81，1995.12. 
改良の検

，浚渫土砂搬出処理検討業務委託報告書，2000.12. 
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シルトまたは

数で概ね 0～300KN/m3以下である．この地盤
土質性状を表-2に示す．
管理試験結果を表-3に示す． なお，室内目標強

試料の種別 土の分類名 分類記号
自然含水比
（％）

塑性指数
土の湿潤密度
(KN/m3）

現場添加
量

（kg/m3）

Ⅰ シルト ＭＨ 71.1～101.722.8～32.6 14.3～15.5

Ⅱ 粘土 ＣＨ 93.5 38.0 14.3
70

表-2　現状土の性状、固化材添加量

測定個数 最大値 最小値 平均値

170 184

表-3　品質管理試験結果

現場固化土の一軸

測定項目

3
圧縮強度（KN/m2）

20 19

（ｑu＝216KN/m2）は，固化処理した土を掘削運搬し，土捨場に敷均す必要があることから，土捨場での目標一軸圧縮
度をｑu＝50KN/m2 として，土捨場での再固化処理強度と収容桝での現場固化処理強度の比率を 0.3，室内と

を 0.76 として設定したものである．また，現
した． 
５．おわりに 

 超軟弱地盤用に適用すべく開発された浮

途は従来の固化処理への適用にとどまらず
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